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研究成果の概要（和文）： 
本研究では，低炭素社会の実現に向け，クチコミにより CO2排出抑制行動が促進される

可能性に着目す．クチコミによって CO2排出抑制行動が普及していく様子を表現するに当
たり，進化ゲーム理論を適用する．様々な条件下で個人の行動変容に関するシミュレーシ
ョン分析を繰り返し行って，個人の CO2排出抑制行動がどのように変化していくかを分析
した． 
 
研究成果の概要（英文）： 

This study focuseson the probability of promotion of CO2emission reductionbehavior by a 
communication towards realization of a low carbon society.  We apply an evolutionary game 
theory, in order to express the promotion of CO2 emission reduction behavior by a communication.  
We analyzed how the CO2 emission reduction behavior would change through repeating the 
simulation analysis about individual behavior modification under various conditions. 
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１．研究開始当初の背景 

CO2 排出抑制行動の促進のために，従来キ
ャンペーン活動やマスメディアを通じて広
報活動などが行われていたが，個人はその重
要性は理解しているものの，実際に行動につ
ながることは多くない．一方で，ホテル予約
などの際に，ウェブサイトのクチコミ情報を
活用することは今や一般的であり，このよう
な個人間の情報交換により効率的に情報共
有が可能ではないだろうか．環境抑制行動を
分析した Attari ら(2009)の研究によれば，他
者の環境への態度が個人の行動変容に大き
な影響を与えることが示されている．環境配
慮行動を行う個人の意識，考え方がクチコミ

で広がることで，CO2 排出抑制行動を促進さ
せることが可能と期待される． 
クチコミによって，CO2 排出抑制行動が普

及していく可能性を探るためには，クチコミ
が広がっていく様子を再現するようなモデ
ルが必要である．また，コンタクトしている
個人の態度によって，各個人の利得が変化す
るため，情報交換は，ゲーム理論を活用する
ことが適当であるといえる．そのため，本研
究では，時間を通じた行動変化を表現可能な
動学モデルである進化ゲーム理論的アプロ
ーチを採用することで，クチコミによって
CO2 排出抑制行動が普及していく様子を表現
することで，様々な政策評価をめざす．なお，
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関連研究として，地球温暖化行動をゲームと
して表現しているものは存在するが，そのプ
ロセスの記述を試みた研究は例を見ない． 
 
２．研究の目的 
本研究の主な目標は，クチコミによる個人

のCO2排出抑制行動に関する意思決定変化の
プロセスについて，進化ゲーム理論を用いる
ことで分析可能かつ実際的なモデルを構築
することである．アンケート調査に基づき行
動変容モデルに関するパラメータ推定を行
うことで，現実的なモデル化をめざす．最終
的には，様々な条件下で個人の行動変容に関
するシミュレーション分析を繰り返し行い，
CO2 排出抑制行動促進に関する政策的示唆を
見いだすことを目的とする． 
 
３．研究の方法 
(1)進化ゲーム理論に基づく行動変容モデル
の構築 
 進化ゲーム理論における模倣を仮定した
非対称ゲームのひとつの模倣ダイナミクス
を拡張し，行動変容モデルを構築する．非対
称ゲームの模倣ダイナミクスとは，個人の意
思決定時において「他者の利得」と「自身の
利得」を比較して，他者の行動を模倣するか，
現在の行動を続けるか，についての行動選択
を表現できるモデルである． 
(2)アンケート調査による行動変容モデルの
特定化 
 個人のCO2排出抑制行動において影響を及
ぼす要因に関するパラメータを，アンケート
調査で得られたデータに基づいて推定する．
アンケートでは，様々なCO2排出抑制行動（省
エネ行動）における実施状況と取り組みやす
さを調査する．これにより，個人の嗜好を考
慮したより現実に近い行動変容モデルを特
定化することができる． 
(3)行動シミュレーションに基づく CO2 排出
抑制行動変容に関する基礎的分析 
 進化ゲーム理論に基づく行動変容モデル
を用いて，CO2 排出抑制行動変容に関するシ
ミュレーションを行う．とくに，多数の個人
の何人かがそれぞれ他者とコミュニケーシ
ョンをとると，CO2 排出抑制行動に関する情
報を交換し，自身の行動を変容するかどうか
を決定する．このような行動シミュレーショ
ンを様々な条件で繰り返すことによって，
CO2 排出抑制行動に関する行動変容のプロセ
スや，その行動に影響を及ぼす要因・条件を
整理する． 
(4)ケーススタディに基づく CO2 排出抑制行
動促進策に関する分析 
 CO2 排出抑制行動変容に影響を及ぼす要因
や条件に基づいて，具体的な CO2 排出抑制行
動促進策を検討するために，長野県長野市鬼
無里地区を対象とし，様々な政策オプション

を想定したケーススタディを行う．これによ
り，促進策に関する政策的な示唆を獲得する
とともに，効率的かつ効果的で実現性の高い
施策を見いだす． 
 
４．研究成果 
(1)進化ゲーム理論に基づく行動変容モデル 
 進化ゲーム理論における模倣を仮定した
非対称ゲームの模倣ダイナミクスを拡張し，
行動変容モデルを構築した． 
個人がCO2排出抑制行動をするかしないか

の意思決定過程をモデル化するにあたり，意
思決定主体である個人の利得要素を定義す
る．ここでは，個人は日々地域社会の中で何
度も他者と出会い他者の行動を参考にする
ため，他者や社会との自身の関係性や道徳意
識，他者から見られているという意識を，自
身の行動に関する意思決定に影響を与える
要素と考え，以下の３つを利得要素とした． 
①行動コスト（ actP ）：行動に伴うコストや
困難さ 

②環境改善便益（ envP ）：行動による遺産価
値(CO2 排出抑制量)とその認識 

③社会的非難（ sancP ）：自分だけが行動し
ないときの罪悪感 
周囲の他者が誰も協力していないときは

協力行動をとりにくい．本研究では，地域社
会全体での協力率を式に用いることによっ
て，周囲の他者や社会との関係性も考慮した，
個人のCO2排出抑制行動をした場合としない
場合の利得を算出することができるCO2排出
抑制行動モデルを定式化する． 
 
 
 
 
ここで， yPc ：自身が CO2排出抑制行動を
したときの利得， yPd ：自身が CO2排出抑
制行動をしないときの利得， y ：各個人の協
力率が 1(行動する)または 0(行動しない)とき
の地域社会全体での協力率， N ：総住民数． 
非対称模倣ダイナミクスは，地域社会のな

かで時間経過とともに個人が他者とコミュ
ニケーションをとり影響を受けるなかで，行
動を変化させていく過程をシミュレーショ
ンできる．コミュニケーションをとることに
より，社会的動機の持ち主や協力行動をして
いる人と仲間意識を共有することで，周りも
協力行動をするようになると考えられる．非
対称模倣ダイナミクスでは，同じ立場のプレ
イヤーが複数存在する集団での模倣による
変化をみるものであるため，行動変容ダイナ
ミクスでは，地域社会のなかにある集団で，
CO2 排出抑制行動を行っている人のシェアの
変化をシミュレーションする．以下に行動変
容ダイナミクスの導出過程を示す． 
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まず，2つの集団間でコミュニケーション
をとると仮定する．各利得の値の大小は，

,, 221111 aba 212112,1222 ,, babab である．あ
る立場 i のプレイヤーの集団を集団 i とする．
集団 i  (集団1と集団2) はそれぞれ「行動する」
と「行動しない」の２つの戦略がある．集団
1で「行動する」の戦略をとる人のシェアを x ，
集団2で「行動する」の戦略をとる人のシェ
アを y とする．この各集団からランダムに選
ばれたプレイヤーが随時コミュニケーショ
ンをとっているとする．このとき，個人が「他
者の行動を模倣する」または，「現状の行動
を続ける」とき，集団 i における「CO2排出抑
制行動をする」人のシェアのダイナミクスは
次式のように定式化できる． 
 
 
 
 
ここで， x :集団1における「CO2排出抑制行
動をする」人のシェア， y :集団2における
「CO2排出抑制行動をする」人のシェア， ir ：
戦略の見直しをする確率． 
ダイナミクスのベクトル図が得られる．地

域社会において2つの均衡が起こり得る状況
のとき，地域社会全体の協力率が高まり自身
も行動するようになるという良好な状況に
より収束するが，地域社会全体の協力率が低
下し自身も行動しないというような好まし
くない状況にも収束していく可能性がある．
したがって，個人が他者とコミュニケーショ
ンをとり，影響を受けて行動を変容させてい
くなかで，より良好な状況に変容していくよ
うな促進策が必要である． 

CO2排出抑制行動実施状況の利得 

行動する 行動しない

行動する (a11,b11) (a12,b12)

行動しない (a21,b21) (a22,b22)
集団1

集団2

 
(2)行動シミュレーションに基づく CO2 排出
抑制行動変容に関する基礎的分析 
 進化ゲーム理論に基づく行動変容モデル
を用いて，CO2排出抑制行動変容に関するシ
ミュレーションを行った．とくに，多数の個
人の何人かがそれぞれ他者とコミュニケー
ションをとると，CO2排出抑制行動に関する
情報を交換し，自身の行動を変容するかどう
かを決定した．このような行動シミュレーシ
ョンを様々な条件で繰り返すことによって，
CO2 排出抑制行動に関する行動変容のプロセ
スや，その行動に影響を及ぼす要因・条件を
整理した．行動変容シミュレーションにおけ
る仮定を以下に示す． 
仮定 1：行動変容シミュレーションにおける

プレイヤー集団は，鬼無里内のとあ
る集団 1，2 とし，それぞれプレイヤ 

シミュレーションによる基礎分析結果 
 

ー人数は 50 人とする． 
仮定 2：この各集団からランダムに選ばれた

プレイヤー2 人が随時コミュニケー
ションをとっているとする．また，
相手が同じ行動をとっていた場合は
行動変容しない． 

仮定 3：各集団内のプレイヤーは同一の意識，
利得をもつものとする． 

一定以上にCO2排出抑制行動する人のシェ
アがある場合にはコミュニケーションを繰
り返すにつれ，より良好な状況へ収束する．
しかし，シェアが低い場合にはコミュニケー
ションを繰り返すにつれ，CO2排出抑制行動
をしないという好ましくない状況に収束し
てしまう．そのため現況のシェアが低い場合
でも，コミュニケーションを繰り返すことに
より，個人にとっても地域社会全体にとって
も利得が高い良好な状況にのみ変容してい
くような促進策の検討が必要といえる． 
 
(3)アンケート調査に基づくモデルの特定化 
 個人のCO2排出抑制行動において影響を及
ぼす要因に関するパラメータを，アンケート
調査で得られたデータに基づいて推定した．
都市部と中山間地におけるCO2排出抑制行動
の相違を比較するために，旧長野市内と長野
市鬼無里地区を対象とし，前者は Web にて，
後者は各戸への訪問ヒアリングにて，様々な
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CO2 排出抑制行動（省エネ行動）における実
施状況と取り組みやすさについて，アンケー
ト調査を実施した．これにより，都市部と中
山間地のそれぞれの個人の嗜好を考慮した，
より現実に近い行動変容モデルを特定化す
ることができた． 
 鬼無里地区におけるアンケート調査の概
要を以下に示す． 
対象者：鬼無里住民 
調査期間：2012 年 11 月 13 日～29 日 
調査方法：聞き取り調査 
回答数：172（男性 86 名，女性 86 名） 

 
CO2 排出抑制行動の実施状況 

 
(4)ケーススタディに基づく CO2 排出抑制行
動促進策に関する分析 
 CO2 排出抑制行動変容に影響を及ぼす要因
や条件に基づいて，より具体的な CO2 排出抑
制行動促進策を検討するために，都市部と中
山間地を対象とし，様々な政策オプションを
想定したケーススタディを行った． 
 長野県内では身近にできる温暖化対策を
市民に広げていく活動として，「長野県減
CO2 アクションキャンペーン」や「信州エコ
ポイント事業」といった活動を行っている．
そこで，個人が「面白そうだから自分も抑制
行動をして活動に参加しよう」と思い，家庭
でできる取り組みを行うことが考えられる．
「取り組んでいない」個人が「取り組んでい
る」他者とコミュニケーションをする場合，
個人の利得は以下のようになる． 
 
 
 
 
ここで， iu ：個人 i の現状の行動をとったと
きの利得， xu ：他者 x の行動を模倣したとき
の個人 i の利得． 
個人 i が家庭でできる CO2 排出抑制行動を

している他者とコミュニケーションをとり，
面白そうだから参加しようと思うことで面
倒くささなどの行動コストが減少すると考
えられる．そのため上式のように行動コスト
がなくなり，環境改善便益と協力率のみが利
得に反映される． 
家庭でできる取り組みの地区別実施率を

図に示す．家庭でできる取り組みは実施率が
高く，鬼無里地区平均で 71%であったが，地

区によって実施率に差がある．そのため，実
施率の高い地区の住民と，実施率の低い地区
の住民がコミュニケーションをとることに
よって，両地区の家庭でできる取り組みへの
実施が更に促進されるのではないかと考え，
時間経過とともに鬼無里地域全体において
実施率がどのように変化するかについてシ
ミュレーションする．シミュレーションに条
件を下記のように仮定する． 
仮定 1：5 年を 1 期とする．住民は月 2 回あ

る全地区の住民が集まる集会におい
て，コミュニケーションをとる． 

仮定 2：1 期に 1 つの地区では，１の地区と
しかコミュニケーションをとらない． 

 

 

 

 
図 促進策実施による実施率の変化 

以上の仮定ものと，時間経過とともに鬼無
里地域全体の実施率の変化について，シミュ
レーションした結果を図に示す．図より 4 期
には多くの地区で実施率は増加した．コミュ
ニケーションを繰り返すにつれ，実施率はす
べて増加している．またすべての人が取り組
んでいる状況である 1 にほぼ収束した地区も
ある．鬼無里地区全体でみると，取り組み率
は 71%から 77%へ微少だが増加した．以上よ
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り，鬼無里地区での家庭での取り組みの実施
率の変化は，コミュニケーションを繰り返す
につれ，増加していくことが分かった． 
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